
 

稲沢市中小企業向け支援施策 令和５・６年度実績・令和７年度予算 

※令和７年２月２８日現在 

 

 

１ 融資に関する支援施策 

（１）小規模企業等振興資金融資 

内 容：市内に事業所を有する中小規模の企業者の方が必要とする資金を融資する県融資制度 

愛知県信用保証協会の保証を要する制度融資 
 

 

 

 

 

 

 

 

    ※令和７年度の預託予算額は１１０,０００千円であり、融資目標額は６６０,０００千円 

（２）信用保証料補助金 

内  容：小規模企業等振興資金、セーフティネット、創業等支援資金の融資を利用し、愛知県 

信用保証協会へ支払った信用保証料の一部を補助 

補 助 率：①融資金額 ５００万円以下 信用保証料の ６０％ 

②融資金額 ５００万円超  信用保証料の ３０％ 

③特定創業支援事業者    信用保証料の１００％ 

補助上限：２０万円 

 

 

 

 
 

（３）中小企業利子補給補助金 

内  容：小規模企等振興資金、または商工会議所、商工会の斡旋をうけた日本政策金融公庫の 

融資で支払った利子の一部を補助。 

補 助 率：支払った１年分の利子の４０％  

 

  

資 金 用 途 
令和５年度 令和６年度 

件 数 融資額 件 数 融資額 

運 転 資 金 ４０件 ２６５,３００千円 ４９件 ３０２,０００千円 

設 備 資 金 ２２件 ９４,８３０千円 １５件 ７３,２６０千円 

運転・設備資金併用 １４件 ５０,５００千円 ４件 ３７,０００千円 

合 計 ７６件 ４１０,６３０千円 ６８件 ４１２,２６０千円 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

件 数 １４４件 ７２件 ９９件 

補助額 ８,３９９,６００円 ４,２０７,６００円 ５,４００,０００円 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

件 数 ５１件 ６０件 ９０件 

補助額 １,３９１,７００円 １,４９５,７００円 ２,０００,０００円 

＜資料１＞ 

※令和７年度予算については、３月議会の議決を得て決定するものです。 



２ 設備投資に関する施策 

（１）中小企業振興奨励金 

内  容：事業用の家屋・償却資産を取得した際に発生する固定資産税に対する補助 

補 助 額：対象となる施設にかかる固定資産税の２分の１相当額（当初１年間分のみ） 

 

（２）企業立地促進奨励金 

内  容：製造・流通事業者で、土地を除く取得費が１億円以上の事業所の新設に対する奨励金 

補 助 額：固定資産税(家屋及び償却資産)及び都市計画税相当額（３年間） 

 

 

 

 
 

（３）先端設備等導入計画の認定に関すること 

内  容：労働生産性の向上を実現するための計画を認定し、取得した設備の固定資産税を軽減 

補 助 額：①賃上げを表明した場合  ５年間 １／３に軽減 

     ②賃上げを表明しない場合 ３年間 １／２に軽減 

 

 

 

 

 

   ※認定した先端設備は、取得年の翌年以降の固定資産税が減免となるが、減免額の積算はなし。 

    仮に令和６年度認定資産を１割減価償却した場合、２/３減免の合計額は６,０９５千円。 

 

  

 
令和５年度 令和６年度 

件数 金額  件数 金額 

家 屋 １件 ８４,７５０円 ４件 ５１１,６５０円 

償 却 資 産 ２０４件 ２０,４１０,３５０円 １８６件 ２０,４５５,３５０円 

家屋・償却資産併用 １３件 ２,４３５,６００円 ９件 １,２４９,２５０円 

合 計 ２１８件 ２２,９３０,７００円 １９９件 ２２,２１６,２５０円 

 
令和７年度 

件数 金額 

家 屋 ２件 １,５００,０００円 

償 却 資 産 １９５件 ２０,２８０,０００円 

家屋・償却資産併用 １１件 １,４６３,０００円 

合 計 ２０８件 ２３,２４３,０００円 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

件 数 ５件 ５件 ４件 

補助額 ４８,０４４千円 ６２,５７３千円 ３４,１３４千円 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

件  数 ２１件 １４件 件数のみ目標 ４０件 

設備点数 ４１点 ２２点 
予算・目標なし 

取得金額 ７０７,７３７千円 ７２５,６１８千円 

（予算額は２４,０００千円） 



（４）カーボンニュートラル推進補助金 

内 容：中小企業のカーボンニュートラルに向けた取り組みに係る費用の一部を補助 

補助対象及び補助額: 

①省エネ最適化診断料、省エネ対策等に係る調査費用の１／２ 上限２０万円 

②省ネ診断等に基づく設備の改良・更新費用の１／２ 上限５０万円 

③事業所のＬＥＤ化に係る費用の１／３ 上限２０万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他施策 

（１）中小企業退職金共済補助金 

内  容：中小企業退職金共済の掛金について、一部を補助 

補 助 率：契約を締結した月から支払った、１２ヶ月分の掛金総額の１０％ 

 

 

 

 

 
 

（２）障害者特別雇用奨励金 

内  容：障害者の雇用に対し奨励金を支給 

補 助 率：１人につき障害の程度に応じて３,０００円～５,０００円を１２ヶ月間分支給 

 

 

 

 

 

 
令和５年度 令和６年度 

件数    金額 件数    金額 

①省エネ診断料   ６件 １８３,０００円 

②設備の改良 令和６ 年度から制度創設 ９件 ４,１６８,０００円 

③Ｌ Ｅ Ｄ 化   ９件 １,４５６,０００円 

合 計   ２４件 ５,８０７,０００円 

 令和７年度  

件数    金額 

①省エネ診断料 １０件 ５５０,０００円 

②設備の改良 １５件 ７,５００,０００円 

③Ｌ Ｅ Ｄ 化 １５件 ２,０００,０００円 

合 計 ４０件 １０,０５０,０００円 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

件  数 ９０件 ９５件 件数の積算はなし 

対象人数 ２６０人 ２２５人 ３１７人 

補 助 額 ２,５３９,８００円 １,９４０,０００円 ３,０００,０００円 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

件  数 １件 ２件 ３件 

対象人数 １人 ２人 ３人 

補 助 額 ４８,０００円 ７２,０００円 １４４,０００円 


